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１ 社会的背景  
 

新座市が「にいざ男女共同参画プラン」を策定した平成１８年以降、人々の生活を取り巻く社

会環境は変化を続けています。社会全体で少子高齢化が加速し、地域社会や労働力の人口構成も

変化していることから、これまで社会で活躍することの少なかった人々の活動が期待されていま

す。経済状況は景気の変動が大きく、就労の場では、非正規雇用の増大と働き方の多様化が進む

とともに、正規雇用と非正規雇用の格差拡大、健康を害する働き方の問題が顕在化するなど不安

定化が進んでいます。 

このような社会の中で、全ての人が性別にかかわりなく一人ひとりが個性と能力を最大限に発

揮し、家庭、仕事、地域生活など多様な活動を自らの希望に沿った形で展開して豊かな人生を送

るためには、性別による差別や活動が制限されることのない、男女共同参画社会を実現する必要

があります。 

 
 

２ 国際的な動向  
 

国際的には、男女共同参画推進に関する取組は継続的に推進されてきています。 

国連が昭和５０年（1975 年）を「国際婦人年」と位置付け、翌年からの１０年間を「国連婦人

の１０年」としたことを受け、女性の地位向上を目指した取組が世界的規模で進められることと

なりました。 

平成７年（1995 年）の第４回世界女性会議＊（北京会議）では、「女性の権利は人権である」こ

とが再確認され、また、女性のエンパワーメント＊が問題解決のキーワードとされて「北京宣言＊」

及び「行動綱領＊」が採択されました。 

また、平成１２年（2000 年）には、国連特別総会「女性 2000 年会議」が開催されました。こ

こでは、北京会議において採択された事項について実施状況の分析、見直し及び評価が行われ、

今後の行動目標が「政治宣言」と「北京宣言及び行動綱領実施のための更なる行動とイニシアテ

ィブ」として示されました。 

平成１７年（2005 年）には「国連婦人の地位委員会＊（北京＋10）」が開催され、ジェンダー＊

平等と女性のエンパワーメントの推進が持続可能な開発のために不可欠であること、ミレニアム

開発目標（貧困撲滅やＨＩＶ／エイズ等の疾病の防止などの国際社会が達成すべき８つの目標）

の達成にも深く関与していることが確認され、ジェンダーの視点を取り入れる必要性の強調など

が新たに盛り込まれました。 

また、平成２２年（2010 年）には「国連婦人の地位委員会（北京＋15）」が開催され、北京行

動綱領等の再確認やミレニアム開発目標等の効果的実施などを盛り込んだ宣言や、日本が共同提

案国となった「女性・女児とＨＩＶ／ＡＩＤＳ決議」など７つの決議が採択されました。 
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３ 国の動向  
 

男女共同参画に係る法律等の整備 

女性をめぐる状況は時代と共に大きな変化を遂げており、さまざまな法整備が進められていま

す。就業の上では、女性と男性が不平等な時期が長く続きましたが、昭和６０年（1985 年）には、

昭和４７年（1972 年）に成立した「勤労婦人福祉法」を改正して「雇用の分野における男女の均

等な機会及び待遇の確保等女子労働者の福祉の増進に関する法律（男女雇用機会均等法）＊」が

成立し、同年「女子差別撤廃条約＊」を批准しました。また、平成１１年（1999 年）４月の「男

女雇用機会均等法」の改正では「女子労働者の福祉に関する増進」の部分が削除され「雇用の分

野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」に改称され、平成１９年（2007

年）には改正法が施行されました。 
さらに、平成１１年（1999 年）には「男女共同参画社会基本法＊」が成立し、男女共同参画社

会の基本理念が明確になりました。 

平成１３年（2001 年）には「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（ＤＶ防

止法）＊」、平成１５年（2003 年）には「次世代育成支援対策推進法」が成立し、配偶者間の暴

力や子育てなど、それまでは家庭の問題として考えられていた傾向にあった問題についても、法

整備が行われました。 

平成７年（1995 年）に成立した「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福

祉に関する法律（育児・介護休業法）＊」は、平成２２年（2010 年）７月に改正され、男性も育

児休業が取得しやすくなるなど、男女ともに子育てや介護をしながら働き続けることができる社

会を目指した環境の整備が行われています。 

また、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）＊」の実現に向けた取組として、平

成１９年（2007 年）には、関係閣僚、経済界・労働界・地方公共団体の代表等からなる「官民

トップ会議」において、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章＊」、「仕事と生活

の調和推進のための行動指針＊」を策定し、社会全体での仕事と生活の双方の調和の実現に向け

た決意が表明されました。 

なお、「憲章」では、『国民全体の仕事と生活の調和の実現は、我が国社会を持続可能で確かな

ものとする上で不可欠であることから、国は、国民運動を通じた気運の醸成、制度的枠組みの構

築や環境整備などの促進・支援策に積極的に取り組む。』としており、ワーク・ライフ・バラン

スを実現することが国民一人ひとりだけではなく社会全体を豊かにするものであることを明記

しています。 

さらに、平成２２年（2010 年）には、施策の進捗や経済情勢の変化を踏まえ、「憲章」、「行動

指針」に新たな視点や取組を盛り込み、一層積極的に取り組む決意を表明するため、政労使トッ

プによる新たな合意が結ばれたところです。 

 

男女共同参画に係る施策の推進 

男女共同参画に係る計画としては、昭和５２年（1977 年）に最初の「国内行動計画」が策定さ

れました。その後、昭和６２年（1987 年）に「西暦 2000 年に向けての新国内行動計画」、平成８

年（1996 年）に「男女共同参画 2000 年プラン」が策定され、男女共同参画に係る施策の基本方

針となりました。 
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平成１２年（2000 年）には、「男女共同参画基本計画」が策定されるとともに、男女共同参画

の推進体制をより充実したものにするため、平成１３年（2001 年）に内閣府内に「男女共同参画

局」が設置され、現在に至っています。 

また、平成１７年（2005 年）に策定された第２次男女共同参画基本計画では、１２の重点目標

が定められ、科学技術や防災などが新たな取組の分野として追加されました。さらには、「政策・

方針決定過程への女性の参画の拡大」について、「2020 年までに指導的地位に女性が占める割合

が少なくとも３０％程度になるよう期待する」との目標が明記され、ＧＥＭ（ジェンダー・エン

パワーメント指数）＊を高める取組を行っています。 

さらに、続く第３次男女共同参画基本計画は、国民からの意見募集、公聴会等を経て、平成  

２２年（2010 年）１２月に閣議決定されました。新たな計画では、男性、子どもにとっての男女

共同参画や、貧困など様々な困難な状況に置かれている人々への対応等を盛り込むなど、改めて

強調すべき視点が示されています。 

 

４ 埼玉県の動向  
 

埼玉県では、全国に先駆けて平成１２年（2000 年）３月に「埼玉県男女共同参画推進条例」を

制定するとともに、条例に基づく初の基本計画として、平成１４年（2002 年）２月に「埼玉県男

女共同参画推進プラン 2010」を策定し、男女共同参画に関する施策を総合的に推進しています。 

プラン策定後、埼玉県男女共同参画推進センター（愛称・With
ウ ィ ズ

 You
ユ ー

 さいたま）の整備を始め

とする各種施策が推進されていますが、性別による固定的な役割分担意識やそれに基づく社会慣

行や社会制度は依然として残っています。また、男女の家庭生活と職業生活・地域活動が両立し

やすい環境整備など、多くの課題が残されていることから、これまでの取組を踏まえつつ新たな

課題に対応し、男女の人権が尊重された活力ある男女共同参画社会・埼玉を実現していくため、

平成１８年（2006 年）１２月に計画の一部見直しが行われています。 

さらに、女性に対する暴力の根絶を目指して平成１８年（2006 年）に策定された「配偶者等か

らの暴力防止及び被害者支援基本計画」は、平成２１年（2009 年）に見直しが実施されました。

計画推進のための実施施策のうち１０項目を重点施策として掲げており、民間団体のシェルター＊

運営への補助や市町村のドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）＊対策への支援など、数値目標を

示して積極的な取組を推進する姿勢を明確にしています。なかでも、「デートＤＶ＊防止啓発活動の

実施」として、県内全高等学校において啓発資料を配布し、若年層への呼びかけを行っていること

が注目されます。 

 

５ 新座市の男女共同参画の取組  
 

条例制定・関連計画の策定 

新座市では、男女共同参画の推進に関する基本的な計画として、平成６年（1994 年）に第１次

の計画となる「にいざ男女平等行動プラン」策定以降、この行動プランを指針として、家庭、職

場、地域において真の男女平等社会を実現させるために積極的に関連施策を推進してきました。 

平成１１年（1999 年）の国における「男女共同参画社会基本法＊」の制定、平成１２年（2000
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年）４月の埼玉県における「埼玉県男女共同参画推進条例」の制定を受け、男女共同参画社会の

実現に積極的に取り組む市の姿勢を明示するため、同年７月に他市町村に先駆け、全国で４番目、

埼玉県下初の「新座市男女共同参画推進条例＊」を施行しました。本条例に基づく初めての基本

計画として、平成１３年（2001 年）には「第２次にいざ男女平等行動プラン」を策定し、男女共

同参画社会実現のための重要な指針として多くの施策を着実に推進してきました。 

さらに、平成１８年（2006 年）には、男女共同参画の更なる推進に向け第３次計画となる「に

いざ男女共同参画プラン（平成１８年度～２２年度）」を策定しました。 

また、ＤＶ＊被害者に対する支援体制をより確固としたものにするため、「配偶者等からの暴力

防止及び被害者支援基本計画」を平成２３年度に策定し、平成２４年度から運用することを目指

します。 

 

市民に向けた取組 

平成７年（1995 年）からは男女平等情報紙（現・男女共同参画情報紙）「For
フォー

 You
ユ ー

」＊を発行し、

男女共同参画に関する情報の提供を行っています。 

また、平成１２年（2000 年）１０月には新座市男女共同参画推進条例に基づき、市民が性別に

よる差別的取扱いなど男女共同参画の推進を阻害する要因によって人権を侵害された場合の相

談窓口となる「女性困りごと相談室＊」を設置しました。 

平成１３年（2001 年）１１月１日の市制施行記念日には、男女共同参画都市を宣言＊するとと

もに、同年１２月には、国（内閣府）との共催で男女共同参画都市宣言記念事業を実施しました。 

さらに、平成１４年（2002 年）には、男女共同参画社会の形成を推進するための活動拠点とな

る施設として、「男女共同参画推進プラザ＊」を生涯学習センターとの複合施設「にいざほっとぷ

らざ」内に開館し、毎年度、男女共同参画に関する様々な事業を実施しています。 

一方、性同一性障がい者に配慮した取組もいち早く実施し、平成１５年（2003 年）には、市が

収集し、又は発行する公文書の性別記載のうち、明確な理由のないものについては削除しました。 

 

職員に向けた取組 

職員に対しては、平成８年（1996 年）に、全国で初めて職員旧姓使用取扱要領を策定、平成   

１１年（1999 年）度には、「新座市職員のセクシュアル・ハラスメントの防止に関する規程」を

制定しました。平成１７年（2005 年）度には、ＤＶ被害者への不適切な対応による二次的被害を

防止するため、職員向けの啓発パンフレットを作成するとともに、研修を実施しました。 

また、「地方公務員の育児休業等に関する法律」の制定に伴い平成４年（1992 年）に制定した

「新座市職員の育児休業等に関する条例」について、平成１８年（2006 年）及び２０年（2008

年）に改正し、育児休業を取りやすくする職場環境の整備に取り組みました。 

平成２２年（2010 年）には、国において「育児・介護休業法＊」が改正され、男女ともに子育

て等をしながら働き続けることができる雇用環境の整備を目指した取組が行われたことに対応

し、新座市においても「新座市職員の育児休業等に関する条例」を改正し、配偶者の就業の有無

や育児休業の取得の有無等にかかわりなく育児休業、育児短時間勤務等をすることが可能となる

制度改正や「産後パパ育休」制度の新設など、育児及び介護に関する制度の拡充を図りました。

さらに、子育てに関する休暇制度等を分かりやすく取りまとめた「職員の子育て応援ハンドブッ

ク」を改訂し、全職員に配布しています。 




